
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みなさんの広い意見を募集しております 

ごあいさつ 
平成２３年度も大変お世話になりました。今回は 3月に私が市議会で行った一般質問につ 

いての報告をします。特に買物弱者支援、ひとり親家庭への支援、高度地区に対する規制へ

の取り組みについてお知らせ致します。 
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平成２４年第 1 回定例会一般質問  平成 24 年 3 月 15 日 

 

 

ズバリ！ 結論 

近年離婚・その他事情により、母子家庭や父子家庭のいわゆるひ

とり親家庭が、増加しています。ひとり親家庭では、子育てと生

計の担い手という二重の役割を一人で担うことになる為、日常

生活において、様々な困難に直面しています。中でも、これまで

あまり公的支援の届かなかった「父子家庭」にたいしても国で

は、平成２２年８月から、父子家庭への経済的支援策として、父

子家庭へ児童扶養手当支給を開始しました。 

千葉市には、子育て支援館の中に、「ファミリー･サポート･センター」

があり、保育園や幼稚園の送迎や、その後の預かりや、保護者の

急な病気や怪我、用事等によって、お子さんを一時的に預かると

いった、市民相互の援助活動が実施されています。このセンター

では、年々会員数が増加しており、市民同士の助け合い運動の輪

が広がっているようですが、利用料金が均一で、就労等により、

帰りが遅くなり、毎日、利用しなければならない場合、ひとり親

家庭の方は、センターのサービスは非常に助かるが利用料が高

額となり、負担が大きくなると言った課題もあるようです。来年

度より、新規事業として、「ファミリーサポートセンターひとり

親家庭支援事業」が計上されました。 

 

 

ズバリ！ 結論 

高齢化や人口減少などの影響で、身近な場所から買い物をする

ための店が撤退する地区が増えています。そのうえ、高齢のた

めに自動車が運転できない等の理由で遠くの街まで出かけるこ

とが困難に感じる人々が多くなっており、買い物弱者全国で

600 万に上るといわれています。 

質問 

①全国で買い物弱者 600 万人との事ですがどのよう

に買い物弱者を定義するか。 

②千葉市が行っている配食サービスの実情について。 

③商店街が行っている生鮮食料品等の宅配サービス

または過去の事例についての内容と課題について。 

回答 

①流通機能や交通の弱体化とともに、食品等の日常の買い物が

困難な状況に置かれている高齢者の方々です。 

②自炊することが難しい 65 歳以上の一人暮らし高齢者などに、

栄養バランスに配慮した食事の宅配と、安否確認を行ってい

る。本年１月末現在、453 人の方が利用、約７割の方が 80 歳

以上である。 

 ③個店が取扱商品の注文を受けた際に、商店街の他店

の商品購入を代行し、一括宅配を行っている。商店

街と NPO 法人が連携し合い、近隣地区へ低廉な宅配

料金にもかかわらず、配達の依頼件数は､日ごとにバ

ラ付きがあり、採算が合わない状況である。 

ちばしファミリー・サポート・センター 

TEL:201－6571 FAX:201－6572 

受付時間:午前 9 時から午後 5 時まで 

(火曜日､年末年始を除く･火曜日が祝日の場合は開館) 

回答 

①国が行なった 18 年度の「全国母子世帯等調査」の結果、父子

家庭で｢困っていること｣の最も多い回答が、｢家事について｣に

変化したことであり、父子家庭の父の年間就労収入が 300 万

円未満の世帯が 37.2％となっている。 

②ファミリーサポートセンターの会員のうち、母子家庭数、父子

家庭数の過去 5 年間の推移についてですが、平成 19 年度は、

母子家庭が 186 人、父子家庭が 26 人、合わせて 212 人でした

が、20 年度は、合わせて 263 人、22 年度は、合わせて 278

人、23 年度は 1 月末日で、合わせて 282 人と年々増加傾向に

あり、同センターによる相互援助活動を必要とする、ひとり親

家庭の方々が、増加傾向にある。 

③他政令市に先駆け、本市独自の施策に取り組もうとするもので、

助成対象は、児童扶養手当を受給している、ひとり親家庭のか

かがたとし、1 時間あたり 700 円または、900 円の利用料を、

月額 2 万円を上限として、半額助成します。なお、登録受付や

助成事業等、具体的業務については、同センターの運営を行う

「公益社団法人千葉市民間保育園協議会」に委託する予定です。 

 

質問 

①父子家庭に対し、児童扶養手当を支給することとした背景や

理由について。 

 ②ファミリーサポ

ートセンター会

員の内、母子

家庭数、父子

家庭数の推

移について。 

③本制度の目

的と具体的

事業概要に

ついて。 

 

1.買い物弱者への支援について                                                                              

 

 

2.ひとり親家庭への支援について                                                                              
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私は一戸建てのすぐ横に高層建築物を容認はしていません。しかしマンション

紛争防止という理由だけで、都市計画高度地区の見直しを行って、国道３５７

号線から海浜地区において建築物の最高高さの上限として 31m（１０階程度）

また内陸部では２０m（６階程度）を導入するという規制が検討されていまし

た、しかし、現在それ以上の建築物が立っていても、将来的に建て替えを禁止

するということになります。そうすると現在の居住者の住居が将来的になくな

る等の懸念がありました、一方で戸建ての横に６階や１０階のマンションが建

てば当然紛争になり解決には程遠く中途半端な規制といえます、なんらかの規

制は必要だが、国道で海側･山側に分けるという、雑駁な当局の規制案（川崎

市などは５段階に細分化されています）にほとんどの方が反対で、もっと地域

の実情に合わせ細分化すべき、既存の建築物は規制の対象外とすべきとの意見

が我が会派のアンケートでも、千葉市の行ったパブリックコメントでも多数を

占めました、３月６日の都市建設委員会（私が委員長を務めました）でも既存

の建築物は規制の対象外とする方針が当局からも示されました、今後は皆様や

当会派の意見が反映されたことから、改正案を見守る所存です。しかし用途地

域の実情に合わせた早急な都市計画の見直し（概ね２階建て以上の建築物を規

制する 1種 2種低層住宅地域を増やし、建築しても周囲に影響の少ない地域に

は高層建築物を立ててもいいというようなメリハリのある区分、近隣商業地域

が数十年変更されていない等を地域実情や新しい都市計画に合わせる。）を提

案し全会一致で議決しました。これにより実現されれば効果的な街づくりが期

待できます。 
 

 

高度地区に対する規制について 

小松崎ふみよし政策ジャーナル Journal Vol.38 

回答 

①市内中小企業者の技術振興や新事業創出の促進を目的として、特許権、実

用新案権及び意匠権の出願手続きを、弁理士に依頼する際に発生する費用

の一部についてふたんする「特許等取得支援事業」を行っている。限度額

は、特許権及び実用新案権の出願は 21 万えん、意匠顕の出願は 10 万 5 千

円となっている。事業を開始した平成 14 年度から、22 年度までに出願手

続き費用の一部を支援した件数は 61 件で、そのうち、特許の登録に至った

ものは 13 件となっている。 

②落札業者に対して、地域経済の活性化、下請業者や資材納入業者の選定に

ついて、可能な限り市内業者を活用するよう、文書等により協力依頼を行

っている。引き続き、市内業者の受注機会の確保が図れるよう、務める。 

 

質問 

①特許等取得の支援の現状と実情について。 

②入札後公共工事や委託を受けた企業に市内業者

の活用についてどのような指導をしているのか。 

 

 

ズバリ！ 結論 

もっと特許の広報と実情の確認、地元企業の有効活用を委託・受注企業には

下請けまで含めて材料、使用する車両等も市内企業を活用して欲しい。 

 

 

 

回答 

①平成 13 年度は 7,877 人で 779 億 9,100 万円、22 年

度が 7,375人で 679 億 8,100 万円となっています。 

②退職者数は、364 人。 

③平成 13 年度は 880 人で 70 億 5,100 万円、22 年度

が 891人で 56億 100 万円。 

④平成 22 年度が 72 人、23 年度が 55 人、24 年度は

95 人の採用を予定。 

⑤平成 24 年度当初予算ベースで試算すると、約 330 人

程の給与費に相当する。 

 

 

質問 

②本年度末の退職者数は？ 

③保育所の職員の人件費総額と職員数の推移は？ 

④上級事務採用数の推移は,来年度の採用方針は？ 

⑤先行して職員給与は削減されていますが、仮に 7.8％

カットとなった場合職員数平均給与にあてはめると

何人程になるか 

 

 

ズバリ！ 結論 

国では財政事情から人件費削減が求められ、人事院勧

告問題にまつわり国家公務員の７．８％給与削減が決

定した、千葉市にも波及する見込み。単なる他人事、い

い気味だ、は間違い、必ず民間会社員にも跳ね返る。前

回の質問でも取り上げたが、私は採用抑制でも対応す

べきと考える。 

 

財団法人千葉市産業振興財団 新事業創出班 

〒260-0013 千葉市中央区中央 4-5-1 Qiball（きぼーる）
13F 

TEL：043-201-9504  FAX：043-201-9507 

E-mail：shinjigyo@chibashi-sangyo.or.jp 

特許等取得支援事業 

3.職員採用について                                                                               

 

 

4.市内企業の有する技術等の活用について                                                                                 

 

 


